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第１章 計画の概要 
  

第１節 地方創生の取組と現状                                       

全国的な人口減少・少子高齢化は依然として深刻な状況であり、それに伴い地方にお

ける生産年齢人口は著しく減少しています。一方で、国内の就業者数は増加しており全

体的な人口減少を女性や高齢者の社会進出が補っている状態となっています。また、東

京圏への転出超過は依然として一極集中の傾向が続いており、全人口の約３割が東京圏

に集中しています。 

本市においても、まちの将来を担う若い世代、特に女性の市外への流出が顕著であり

そのことが人口の社会減にもつながっています。 

本市の活力や都市機能などを維持し続けるために、平成２７年度（２０１５年度）に

策定した「柏崎市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「総合戦略」という。）によ

りこれまで行ってきた取組を振り返るとともに、働く場の確保や魅力あるまちづくり、

暮らしやすい環境づくりと地域を担う人づくりに引き続き取り組むことが必要です。 

 

第２節 策定方針                                      

地方創生の実現は、地方と国が一体となって切れ目なく継続して取り組む必要があり

ます。このため、国の第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」及び新潟県の「ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」を勘案しつつ、本市の実情に即した地域性のある計画

とします。 

また、柏崎市第五次総合計画の基本構想を踏まえた計画とし、「力強く 心地よいまち」

の実現を目指します。 

 

 

第３節 計画の構成                                                 

１ 人口ビジョン 

本市の将来における人口の現状を分析し、今後目指すべき将来の方向と令和４２年

（２０６０年）の人口展望を示すこととします。 

２ 総合戦略 

・本市における人口の現状と、将来の展望を見通す人口ビジョンを踏まえて、今後６

か年で重点的に取り組む目標や重点プロジェクト、施策の基本的方向を定め、具体的

な事業を着実に進めます。 

・計画期間 令和２年度（２０２０年度）～令和７年度（２０２５年度）の６年間 
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第２章 柏崎市第１期まち・ひと・しごと創生総合戦略の総括 
 

第１節 第１期総合戦略の検証 

  本市では、人口減少、特に若者の都市部への流出に歯止めをかけ、地域の活力の維持・

向上を図るため、平成２７年（２０１５年）１０月に「柏崎市まち・ひと・しごと創生総

合戦略」を策定し、それに位置付ける主要施策を展開してきました。 

 また、総合戦略の推進に当たっては、市民で構成する「柏崎市まち・ひと・しごと創生

総合戦略推進委員会」を設置し、各年度において、主要施策や重要業績評価指標（ＫＰＩ）

の進捗状況を把握し、検証してきました。 

  令和元年度（２０１９年度）に実施した進行管理におけるＫＰＩの達成状況は、次のと

おりです。  

施  策  名 目標指標数 Ｓ A B C D E - 

１ 地域産業の振興を図り雇用の場をつくる 
５  ２   １ ２    

40.0%  20.0% 40.0%    

 １ 雇用対策の強化を図る ３   2   1        

 ２ 地域産業の振興を更に進める ２    1 1    

２ 子どもを産み育てやすいまちをつくる 
４  ２  1   1     

50.0% 25.0%  25.0%    

 １ 地域で子育てを支援する ２   ２       

 ２ 若者の出会いの場をつくる ２  １  １    

３ 地域の活力を担う人材をつくる 
４  ２         ２ 

50.0%       50.0% 

 １ 地域産業を担う人材をつくる ２ ２         

 ２ 愛着や誇りを育む人材をつくる ２         ２ 

４ 定住を促す魅力あるまちをつくる 
４  １  １ １  １     

25.0% 25.0% 25.0%  25.0%     

 １ 柏崎らしさを創出する ２ １    １     

 ２ 若者の定住を促進する ２  １ １      

合計 
１７ ７ ２ ２ ３ １  ２ 

41.1% 11.8% 11.8% 17.6% 5.9%  11.8% 

達成状況の考え方（目標に対する年度ごとの状況） 
Ｓ：早い／Ａ：順調／Ｂ：おおむね順調／Ｃ：やや遅れている／Ｄ：遅れている／Ｅ：未着手／ 
－：実施時期未到来 

 
 また、令和元年度（２０１９年度）の総合戦略推進委員会において、委員からは、主

に次のような意見がありました。 
 ・労働力不足が深刻な状況であるため、男女が共に社会参画できるような取組が必要 
  である。 
 ・育児と仕事を両立できる環境の整備が重要である。 
 ・例えば、子育ての情報を知りたい人に、その情報がしっかり届くような情報発信の 
  在り方を検討する必要がある。 
 ・地元定着を促進するためには、若者や女性が望む仕事があることが重要である。 
 ・水球など、他の自治体と差別化を図る取組をしなければならない。 
・ＫＰＩの設定が適当でないと感じるものや、目標値が甘い指標があると感じる。 
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第２節 人口推計における比較 

 平成２７年（２０１５年）１０月時点の人口推計の推計値と、その後の実績値を比較

すると、次の表のとおりであり、推計値より実績値の減少幅が大きく、また、直近の減

少数・減少割合が高くなっています。 

 全国的には、東京圏の転入超過数が依然として高く、その大半は若年層であることに

加えて、近年は女性の転入超過数が増加傾向にあり、東京一極集中に歯止めがかかって

いない状況です。 

本市においては、直近５年間（平成２６年（２０１４年）～平成３０年（２０１８年））

の転入・転出共に、年代別では２０代前半が最も多く、次いで２０代後半、３０代前半

と続き、東京都、埼玉県、神奈川県の順に転出超過数が多くなっています。 

 

【推計値と実績値と比較】 

 平成 27年 
（2015年） 

平成 28年 
(2016年) 

平成 29年 
(2017年) 

平成 30年 
(2018年) 

令和元年 
（2019年） 

推計値 87,202 86,248 85,293 84,343 83,388 

実績値 ※ 86,833 85,832 84,790 83,826 82,403 

推計値－実績値 △369 △416 △503 △517 △985 

（割合） （△0.4％） （△0.5％） （△0.6％） （△0.6％） （△1.1％） 

  ※平成 27年（2015年）は国勢調査実績値、平成 28年（2016年）以降は各 10月 1日現在の推計人口 

 

 

第３節 第１期総合戦略の総括 

第１期総合戦略に基づいた主要施策を実施し、重要業績評価指標（ＫＰＩ）はＢ「お

おむね順調」以上と評価される項目が多くあるとともに、合計特殊出生率についても、

年度によって変動幅があるものの、国や新潟県の数値と比較すると、やや高い状況にあ

ります。 

しかしながら、東京圏の転入超過による一極集中が依然として継続する状況の中で、

本市の施策の展開が人口減少の抑制に効果的に結び付いていないことが課題となってい

ます。 

このことから、第２期総合戦略においては、人口減少の抑制に少しでも結び付くよう

主要施策を着実に推進するとともに、人口減少下においても、本市の活性化に寄与する

ような施策を展開することが重要です。 

このため、第２期総合戦略では、社会動態や自然動態を常に意識しながら、総合戦略

に基づく施策やＫＰＩを客観的に評価・検証し、改善していく必要があるとともに、計

画期間の途中であっても、総合戦略の推進に結び付く施策を随時検討し、位置付けてい

くことが求められます。 

一方で、人口減少の抑制を目指すものの、人口減少そのものは避けられない状況にあ

り、財政規模の縮小も見込まれることから、限られた予算を有効活用する観点からも、

事業の効果を検証し、必要により事業の縮小や廃止にも踏み込むスクラップアンドビル

ドの視点も同時に求められます。 
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第２編 人口ビジョン 
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第１章 人口の動向分析 

第１節 総人口の推移                                     

 昭和４６年（１９７１年）の北条町との合併以降の本市の人口は、昭和５０年（１９

７５年）から平成７年（１９９５年）までは増加へと転じ、平成７年（１９９５年）を

ピークに減少し続けています。特に、平成１７年（２００５年）の高柳町及び西山町と

の合併以降は、一貫して減少しています。一方、世帯数は増加しており、平均世帯人員

は減少しています。 

 

人口及び世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※各年 12 月末現在 

※調査時の市域人口 

※平成 24 年７月９日から外国人住民も日本人と同じく「住民基本台帳法」が適用されたため、平成 24年 12月末現在の

住民基本台帳人口・世帯数から外国人住民を含んだ数を表示 

出典：柏崎市統計年鑑平成 30 年版 

世  
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第２節 人口動態の推移                                 

平成１７年（２００５年）の合併後の人口動態の推移を下図に示します。 

 

自然増減では、出生者数が一貫して減少し続ける中、死亡者数は横ばい傾向にありま

す。また、社会増減では、転入・転出ともに漸増傾向にありますが、転出数の方が高い

傾向にあります。 

 

住民基本台帳による人口動態の推移 

 

 

 

 

 

平成２６年（２０１４年）から平成３０年（２０１８年）までの平均値では、出生者

数は死亡者数の５割に満たない状況にあります。 

以上のことから、人口減少の最も大きな要因は、出生者数が少ないことであると分かり

ます。 

 

平成 26～30年の 5年間の人口動態の平均値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年 1月 1 日から 12 月 31日まで 

※平成 24 年 7月 9 日から外国人住民も日本人と同じく「住民基本台帳法」が適用されたため、平成 24年 7 月 31 日 

現在の住民基本台帳人口・世帯数から外国人住民を含んだ数を表示 

出典：各年住民基本台帳 
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一人の女性が産む子どもの数の平均である合計特殊出生率の推移を、全国、新潟県、

柏崎市について下図に示します。 

柏崎市は変動幅が大きくなってはいますが、全国や県と比べ、やや高い状況にあります。 

 

合計特殊出生率の推移（国や県との比較） 
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第３節 転入・転出の状況                                     

１ 理由別の状況 

平成２６年（２０１４年）～３０年（２０１８年）の５年間の理由別県内外別転入・転

出の状況を下図に示します。 

柏崎市への転入・転出の理由は、共に職業が最も多く、次いで住宅、家族となっています。 

 

直近 5年間の理由別の転入・転出の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※10 月１日現在を基準日として１年間の人口移動を集計したもの  

出典：新潟県の人口移動（年報） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

職業 就業、転勤、求職、転職、開業など職業関係による移動 

住宅 家屋の新築、公営住宅･借家への移転など住宅の都合による移動 

学業 就学、退学、転校など学業関係による移動 

家族 移動の直接の原因となった者に伴って移動する家族の移動 

戸籍 結婚、離婚、養子縁組、復縁など戸籍関係による移動 

その他 上記以外による移動及び不詳 

※移動の理由は、転出入者の申告による。 
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２ 年齢区分別の状況 

年齢区分別に見ると、転入・転出共に２０代前半が最も多く、次いで２０代後半、３０

代前半と続きます。 

直近 5年間の年齢区分別の状況 

 

３ 男女別の傾向 

男女別の動きを見るため、年代別の２時点比較を行います。下表は、平成２６年（２

０１４年）６月時点と令和元年（２０１９年）６月時点の男女別の５歳階級別の人口を示

したものです。 

例えば、平成２６年（２０１４年）時の１５～１９歳は、５年後の令和元年（２０１

９年）では２０～２４歳となります。このとき男性は２，０９２人から１，９０５人、女

性は１，９８８人から１，５８５人となっています。この間の変化は、社会動態（転入・

転出）と自然動態（出生・死亡）によるものとなります。 

１５～１９歳から５年後の２０～２４歳で、男性の９％減少に対して、女性は２０％

減少しており、これは、各年齢階層で最も高い減少率です。自然動態を加味しないという

前提で想定すると、若い女性の転出率がいかに大きいかが分かります。 

男女別の動きをみるための年代別の 2時点比較 

 

 

 

 

 

 出典：市民課・住民基本台帳（各年 6 月末時点） 

0～4歳 5～9歳 10～14歳 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳

男 1,594 1,743 1,991 2,092 2,035 2,377 2,418 2,808 2,953 2,733 2,904 3,131

女 1,531 1,605 1,793 1,988 1,751 1,903 2,065 2,585 2,777 2,527 2,832 2,965

5～9歳 10～14歳 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳

男 1,548 1,719 1,931 1,905 1,830 2,209 2,332 2,753 2,910 2,683 2,853 3,027

女 1,501 1,582 1,753 1,585 1,517 1,838 2,013 2,577 2,715 2,508 2,779 2,884

男 ▲ 46 ▲ 24 ▲ 60 ▲ 187 ▲ 205 ▲ 168 ▲ 86 ▲ 55 ▲ 43 ▲ 50 ▲ 51 ▲ 104

女 ▲ 30 ▲ 23 ▲ 40 ▲ 403 ▲ 234 ▲ 65 ▲ 52 ▲ 8 ▲ 62 ▲ 19 ▲ 53 ▲ 81

男 ▲ 2.9 ▲ 1.4 ▲ 3.0 ▲ 8.9 ▲ 10.1 ▲ 7.1 ▲ 3.6 ▲ 2.0 ▲ 1.5 ▲ 1.8 ▲ 1.8 ▲ 3.3

女 ▲ 2.0 ▲ 1.4 ▲ 2.2 ▲ 20.3 ▲ 13.4 ▲ 3.4 ▲ 2.5 ▲ 0.3 ▲ 2.2 ▲ 0.8 ▲ 1.9 ▲ 2.7

平成26

(2014)年

6月

令和元

(2019)年

6月

実施差

（人）

割合差

（％）
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男女別に平成２５年度（２０１３年度）と平成３０年度（２０１８年度）の１５～１９

歳、２０～２４歳、２５～２９歳の３区分別の理由別転出状況を示します。 

女性は、平成３０年度（２０１８年度）を見ると、２０～２４歳で職業を理由とする

転出が極めて多く、次いで多いのは、２５～２９歳で職業を理由とする転出であり、いず

れも行き先は県外が多くなっています。 

また、平成３０年度（２０１８年度）と平成２５年度（２０１３年度）を比べると、

２０～２４歳の職業を理由とする転出が、大幅に増えています。 

 

15～29歳の女性の理由別転出状況 

（上段は平成 30年度（2018年度）、下段は平成 25年度（2013年度）） 

 

出典：市民課 

 

 

  

職業 就業、転勤、求職、転職、開業など職業関係による移動 

住宅 家屋の新築、公営住宅･借家への移転など住宅の都合による移動 

学業 就学、退学、転校など学業関係による移動 

家族 移動の直接の原因となった者に伴って移動する家族の移動 

戸籍 結婚、離婚、養子縁組、復縁など戸籍関係による移動 

その他 上記以外による移動及び不詳 

※移動の理由は転出入者の申告による 
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男性が職業を理由に転出するのは、２０～２４歳・２５～２９歳で総じて多いのに対

して、女性は２０～２４歳にピークがあることが特徴的です。 

男性は、平成３０年度(２０１８年度)と平成２５年度（２０１３年度）を比べると、

傾向の差はあまり見られません。 

 

 

15～29歳の男性の理由別転出状況 

（上段は平成 30年度（2018年度）、下段は平成 25年度（2013年度）） 

出典：市民課 

 

 

 

 

 

 

 

ただし、以上の理由別転出状況は、市民課での転出手続における窓口での申告データ

によるものであり、男女ともに、１５～１９歳の間に進学により市外へ居住地を変更し、

卒業後の就職時に転出の手続を行った場合（移動の理由は「職業」）を含んでいると推察

されます。 

職業 就業、転勤、求職、転職、開業など職業関係による移動 

住宅 家屋の新築、公営住宅･借家への移転など住宅の都合による移動 

学業 就学、退学、転校など学業関係による移動 

家族 移動の直接の原因となった者に伴って移動する家族の移動 

戸籍 結婚、離婚、養子縁組、復縁など戸籍関係による移動 

その他 上記以外による移動及び不詳 

※移動の理由は転出入者の申告による 
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第２章 将来人口の推計と分析 

第１節 将来人口の推計                                    

  本市における将来人口は、平成２７年（２０１５年）国勢調査を基準年として「現状

のまま推移した場合」の推計値は、下表のとおりです。５０年後の令和４２年（２０６０

年）には、３９，０５５人となります。基準年の８６，８３３人と比べると、４７，７７８

人（６０．３％）減少することになります。 

平成２２年（２０１０年）国勢調査を基準年とした第１期総合戦略の「現状のまま推

移した場合」と比べると、下方修正されることになり、令和４２年（２０６０年）では

７％減となります。 

推計結果（2060年までの各年） 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実績値 推計値

単 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

位 平成27年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年 令和32年 令和37年 令和42年

第２期総合戦略 人 86,833 81,851 76,533 71,060 65,490 59,709 54,177 48,899 43,838 39,055

現行の総合戦略 人 86,833 82,434 77,414 72,330 67,158 61,845 56,553 51,491 46,672 42,121

第２期－現行 人 - -583 -881 -1,270 -1,668 -2,136 -2,376 -2,592 -2,834 -3,066

（第２期－現行）／現行 人 - -1% -1% -2% -2% -3% -4% -5% -6% -7%

注：現行の総合戦略の平成27年値は推計値ではなく実績値である。

実績値 平成27年値を100．0とした場合の各年の指数

単 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

位 平成27年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年 令和32年 令和37年 令和42年

第２期総合戦略 % 100.0 94.3 88.1 81.8 75.4 68.8 62.4 56.3 50.5 45.0

現行の総合戦略 % 100.0 94.9 89.2 83.3 77.3 71.2 65.1 59.3 53.7 48.5
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第２節 人口減少が及ぼす影響                                  

 １ 市民生活への影響 

将来的な人口の減少と高齢化に伴い、コミュニティや町内会での地域活動や祭礼など

の伝統行事の維持に必要な担い手の確保が難しくなると予想されます。 

また、年少人口の大幅な減少は、学校行事や部活動の実施を困難にするなど、子どもた

ちの身体の発達や社会性の涵養（かんよう）への影響が懸念されます。 

さらに、高齢者（老年人口）１人当たりの生産年齢人口（１５歳から６４歳まで）は、

平成２７年（２０１５年）時点では１．８人であったものが、少子高齢化により、将来的

には働き手１人で高齢者１人を支える構造となります。 

一方、高齢者数は令和７年（２０２５年）まで増加し続けると予測されることから、医

療・介護に関する費用の増加や、医療・介護従事者の不足など、現在と同じレベルのサー

ビスの提供が難しくなると予想されます。 

 

２ 地域経済への影響 

人口減少、労働力人口の減少により、地域の消費市場規模が縮小するとともに、労働生

産性が人口減少を補うほど高くなっていかなければ、生産額も減少するものと考えられ

ます。  

市内の総生産額は、平成２７年（２０１５年）には３，１１３億円ありましたが、生産

年齢人口の減少により、総生産額も減少するものと予想されます。 

近年では、地域消費需要が他の圏域に流出する傾向が強まっており、人口減少により

更に、その傾向が強まることが懸念されます。 

 

３ 市財政への影響 

本市の市税については平成１９年（２００７年）がピークで約１７５億円ありました

が、その後は１６０億円前後で推移しており、平成３０年（２０１８年）は１５６億円と

なりました。 

人口減少は、将来的に家屋の減少による固定資産税の減収や地価の下落を招くことと

なり、特に中心市街地の衰退とそれに伴う地価下落は市税収入に大きく影響するため、

市街地の衰退とともに財政力の低下が進むものと考えられます。 

また、生産年齢人口の減少に伴い、市税収入が減少し本市の財政状況が悪化すること

で、拡大する行政需要や住民ニーズへの対応、公共施設の整備や維持修繕など、必要とさ

れる市民サービスの低下が懸念されます。 

  



 

20 

 

第３章 将来の人口展望 
将来的に人口減少は避けられない状況にありますが、まちの活力や都市機能を維持する  

ために、本市の将来を担う若い世代に着目し、人口動向に関する要因（出生・転入・転出）

を変化させた比較分析の結果は、次のとおりです。 

総合戦略の施策を総合的かつ着実に進めることにより、人口減少の影響をできる限り抑

え、将来展望として、２０６０年（令和４２年）に約４．３万人から約５．０万人を目指

すべき将来の人口規模として展望します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【推計の条件】 

・合計特殊出生率が現在（２０１９年）からおおむね３０年後の２０５０年に、人口置換水

準である２．０７まで回復すると仮定します。なお、途中年は、等差級数とします。 

・２０～３４歳の転出抑制について、直近１０年間の平均で１年当たり２００人前後の転出

超過という現状を踏まえ、この差が０（ゼロ）になる（転入超過率がゼロになる）と仮定

します。現在からおおむね１０年後の２０３０年以降には転入超過率がゼロになると仮

定し、それ以降もゼロで推移するとします。なお、途中年は、等差級数とします。 

 合計特殊出生率の仮定（人口置換水準 2.07まで回復） 

和暦・年 H27 Ｒ2 R7 R12 R17 R22 R27 R32 

西暦・年 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 

合計特殊
出生率 

1.50 
（実績値） 

1.58 
（仮定値） 

1.66 1.74 1.83 1.91 1.99 2.07 
（※） 

注：平成 27 年（2015 年）値は実績値で、令和 2年（2020 年）以降は仮定値である。 
※令和 32 年（2050 年）以降は、2.07 で推移すると仮定 
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第３編 総合戦略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

22 

 

  



 

23 

 

第１章 総合戦略の基本的な考え方 
人口減少が継続する事実を真摯に受け止め、市の財政規模の縮小や人手不足の中、将来

に向けて選択と集中、効率性の向上など地域経営の視点に立った、新しい柔軟な発想での持

続可能な地域づくりを、市民を始め、民間と協力・連携しながら力強く推進します。 

 

第１節 基本的な視点                                 

１ 量から質への変換、意識の転換 

歴史や伝統など、これまで積み重ねてきた本市の資源を大切にしつつも、量の時代か

ら質の時代への変革を意識し、常に新たな高みを見出そうとする意志を持ち、豊かで質

の高い「洗練された田舎」としての魅力を高めます。 

  ２ 新しい時代の流れを力にする 

あらゆる分野における少子高齢化による労働力不足への対応や、生活や産業の利便性

や生産性の向上を図るため、ＩｏＴやＡＩなどの未来技術を活用するなど「Ｓｏｃｉｅ

ｔｙ５．０」の視点を持って各種施策を推進します。 

また、平成２７年（２０１５年）の国連サミットで採択された「誰一人取り残さない」

持続可能で、多様性と包摂性のある社会の実現のための、１７の国際社会全体の目標で

ある「ＳＤＧｓ」の基本理念を踏まえて、経済・社会及び環境の各取組を調和させ持続

可能な社会の実現を目指した取組を促進します。 

  ３ 効果的な施策展開 

限られた財源の中で、効果が少ない事業を縮小・廃止し、効果が期待できる事業に重

点的に取り組むスクラップアンドビルドの視点を持って、事業を展開します。 

 

第２節 総合戦略の推進                                  

１ 計画の推進 

本計画について、全市を挙げて取り組むため、市民を始め、企業やＮＰＯなどの民間

に広く周知し、市を主体とする取組に加え、多くの市民の自発的な参画を促すとともに、

民間の取組とも連携を強化し、目標達成を目指します。 

また、市においては、部や所属を超えた連携により、効率的で経済的な施策展開を図

ります。 

２ 計画の進行管理 

年度ごとに、各所属による主観的な評価に加え、庁内組織による客観的な評価を反映

した進行管理を実施します。 

また、本計画の効率的・効果的な実現を図るため、産、官、学、金、労、言などの市

民から構成する組織により市民参加の進行管理を行い、施策や目標指標の進捗状況を把

握し、検証を行います。 
さらに、施策の進捗状況や「柏崎市第五次総合計画後期基本計画」の策定状況などを

踏まえて、必要な見直しを行います。 
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第２章 総合戦略の目標と体系 

１ 最重点目標 

   人口減少を抑制し、本市の将来を担う若い世代や社会へ進出する女性にとって、安心

して暮らし続けたいと思える魅力的な柏崎市を実現するため、次の最重点目標を定めま

す。 

「若者と女性が誇りと愛着を持って暮らす」    
 

２ 基本目標 

最重点目標の達成に向けて、４つの基本目標を定めて施策を展開します。 

基 本 目 標 

◇地域産業の振興を図り雇用の場をつくる 

◇子どもを産み育てやすいまちをつくる 

◇定住を促す魅力あるまちをつくる 

◇地域の活力を担う人材をつくる 

３ 重点プロジェクト 

人口減少を可能な限り抑制するとともに、人口減少下においてもまちの活性化を推進

するため、人口減少抑制の直接的な効果に結びつく施策を、３つの重点プロジェクトと

して設定し、総合戦略の推進を図ります。 

重 点 プ ロ ジ ェ ク ト 

１ 転入増加・転出抑制プロジェクト 

２ 子育て支援プロジェクト 

３ 産業活性化プロジェクト 
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４ 総合戦略の体系  

近年の柏崎市の状況  

転入数＜転出数 

転入数 1,914人－転出数 2,259人＝△345人 

（平成 30年 1月～12月） 

⇒２０代～３０代を中心に転出が多い 

学びたい進学先・働きたい場所は市外にある 

出生数＜死亡数 

出生数 522人－死亡数 1,153人＝△631人 

（平成 30年 1月～12月） 

⇒子育て環境に不安を感じる 

子育ての支援、働く条件、地域のつながり 

など安心して子育てができる環境が不十分 
 

最重点目標  

若者と女性が誇りと愛着を持って暮らす 

 

重点プロジェクト 

１ 転入増加・転出抑制 

プロジェクト 
２ 子育て支援プロジェクト ３ 産業活性化プロジェクト 

       

基本目標  基本的方向  主要施策 

       

Ⅰ 

地域産業の 

振興を図り 

雇用の場を 

つくる 

 
１ 地域産業を活性化する 

 ⑴ 地域産業の稼ぐ力の拡大 

  ⑵ 新たな産業の創出 

 
２ 雇用対策を強化する 

 ⑴ 若者と女性の雇用促進 

  ⑵ 創業・起業の推進 

       

Ⅱ 

子どもを産み

育てやすい 

まちをつくる 

 
１ 地域全体で子育てを支援する 

 ⑴ 妊娠・出産・子育ての支援 

  ⑵ 出産や子育ての経済的負担の軽減 

 
２ 若者のくらしを支援する 

 ⑴ ワーク・ライフ・バランスの促進 

  ⑵ 若者の交流・結婚活動に対する支援 

       

Ⅲ 

定住を促す 

魅力あるまち

をつくる 

 
１ 若者の定住を促進する 

 ⑴ Ｕ・Ｉターン施策の推進 

  ⑵ 新卒者の定着に対する支援 

 
２ 柏崎らしさを創出する 

 ⑴ シティセールスの推進 

  ⑵ 地域コミュニティの維持・活性化 

       

Ⅳ 

地域の活力を

担う人材を 

つくる 

 
１ 愛着や誇りを育む人材をつくる 

 ⑴ 愛着や誇りを持てる教育の推進 

  ⑵ 地域人材の育成 

 
２ 地域産業を担う人材をつくる 

 ⑴ 地域産業を支える人材育成 

  ⑵ 学生の確保・若者リーダーの育成 

主要施策 

主要施策 
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第３章 重点プロジェクト 

１ 転入増加・転出抑制プロジェクト  

若者を中心とした転出超過を抑制することにより、人口減少を緩和するプロジェクト 

 

現在の転出超過を少しでも抑制するためには、若者や女性が地元で就労できる環境づ

くりが重要であり、新規学卒者が市内企業に関心を持てる情報発信や就労支援を強化す

るとともに、女性が就労しやすい環境づくりに取り組みます。 

また、一旦転出した若者のＵターンや本市に関心を持つ者のＩターンに結び付けるた

め、相談窓口の設置を始めとする柏崎に関する情報の一体的な発信と定住促進の取組を

推進します。 

さらに、地域おこし協力隊など、都市部の人材を受け入れる地域の取組を支援します。 

 

■最重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

項   目 現状（H３０年度） 目標（Ｒ７年度） 見込まれる成果 

転出と転入の差 

（転出数-転入数） 
３４５人 ２２５人 人口の社会減の抑制 

 

 

２ 子育て支援プロジェクト                                 

経済的な不安や、地域の中でよりどころがないなどの不安を軽減し、働きながら安心して子育

てができる環境を整えるプロジェクト 

 

核家族化の進行や地域とのつながりが希薄になっていることから、子育ての不安感 

や負担感の軽減を図り、子どもを安心して産み育てられるよう、地域全体で子育てを支

援することが重要です。 

このため、子育てに関する情報提供、相談、交流の場などの充実に努めるとともに令

和元年（２０１９年）１０月にスタートした幼児教育・保育の無償化に対応しながら経

済的負担の軽減を図ります。 

また、働きながら安心して子どもを産み育てることができるよう、ワーク・ライフ・

バランスの取組を推進し、事業所への働きかけも強化します。 

 

 

 

 

重点を置く主要施策 

Ⅰ-２-⑴ 若者と女性の雇用促進 

Ⅲ-１-⑴ Ｕ・Ｉターン施策の推進 

重点を置く主要施策 

Ⅱ-１-⑴ 妊娠・出産・子育ての支援 

Ⅱ-１-⑵ 出産や子育ての経済的負担の軽減 

Ⅱ-２-⑴ ワーク・ライフ・バランスの促進 
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■最重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

項   目 現状（H３０年度） 目標（Ｒ７年度） 見込まれる成果 

合計特殊出生率 
１．５４ 

（H２９年度） 

１．５１以上 

（R６年度） 
人口の自然減の抑制 

出生数 ５２２人 ４３０人 人口の自然減の抑制 

 

 

３ 産業活性化プロジェクト                                   

若い世代から高齢者まで、この地域で働きたいと思える環境を充実させ、まちを活性化させ

るプロジェクト 

 

若者や女性が就職を理由に転出する傾向が強いことから、地域産業の活性化により  

まちの活力を高め、地域に雇用を生み出す必要があります。そのために、本市の基幹

産業であるものづくり産業を始め様々な産業分野において、生産性向上と競争力強化

を促進するための施策を展開します。 

また、稼ぐ力の拡大を図るため、既存の産業の振興だけではなく、新たなサービス

や地域ブランドなどによる付加価値の創造や、柏崎市地域エネルギービジョンに基づ

く地域エネルギー会社の設立及び次世代エネルギーなどの産業化、廃炉産業の創出に

向けた調査・研究など、本市の特性を活かした取組を推進します。 

観光産業は、裾野が広い産業と言われ、他産業への波及効果もあることから、柏崎

市観光ビジョンを策定し、より戦略的な取組を見出し、交流人口の拡大と観光産業の

振興に取り組みます。 

 

■最重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

項   目 現状（H３０年度） 目標（Ｒ７年度） 見込まれる成果 

 

一人当たりの市民所得 

 

２，８１８千円 

（H２８年度） 

３，０００千円 

（R５年度） 

生活水準の向上 

将来不安の解消 

製造品出荷額における 

付加価値額 

６６６億円 

（H２８年度） 

７５０億円 

（R５年度） 

企業の稼ぐ力の増大 

雇用創出 

  

重点を置く主要施策 

Ⅰ-１-⑴ 地域産業の稼ぐ力の拡大 

Ⅰ-１-⑵ 新たな産業の創出 
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第４章 基本目標別の総合戦略 

基本目標Ⅰ 地域産業の振興を図り雇用の場をつくる                                

若者と女性が将来に夢を持ち、安心して暮らし続けることができるよう、雇用の場の

確保を図るとともに、地域産業の活性化や新しい産業の創出、起業及び事業承継の支援

に積極的に取り組みます。 

１ 地域産業を活性化する 

⑴ 地域産業の稼ぐ力の拡大 

ものづくり産業や情報産業の生産性向上と競争力強化を促進するため、ＩｏＴやＡＩ       

の導入促進や知的財産権の取得に対して支援することにより、稼ぐ力の拡大を図りま

す。 

また、米山プリンセスの生産やヒゲソリダイの養殖に向けた取組など、ブランド力

向上による稼げる農林水産業の取組を強化します。 

さらに、市民や観光関係事業者との協力により柏崎市観光ビジョンを策定し、その

推進により交流人口の拡大を図り、観光産業の振興にも積極的に取り組みます。 

（主な事業） 

工業振興事業    道の駅「風の丘米山」整備事業 

情報産業育成振興事業  インバウンド推進事業 

ＩｏＴ推進事業        海の柏崎活性化事業 

園芸振興支援事業 

六次産業化支援事業 

食の地産地消推進事業 

柏崎産米ブランド化推進事業 

柏崎産ヒゲソリダイ養殖支援事業 

漁業就業者支援事業 

誘客促進事業 

柏崎海洋センター管理運営事業 

じょんのび村管理運営事業 

 

 

⑵ 新たな産業の創出 

柏崎フロンティアパークなどへの企業誘致を積極的に取り組みます。また、柏崎市

地域エネルギービジョンに基づき、地域エネルギー会社の設立など柏崎市次世代エネ

ルギー研究プロジェクトの実現に向けて、取組を強化します。さらに、廃炉産業の創

出に向けた調査・研究を進めます。 

（主な事業） 

企業立地事業 

次世代エネルギー活用推進事業 

地域エネルギー会社連携事業 

廃炉産業調査研究事業 

 

 

 

  

米山プリンセス 
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■重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

項   目 現状（H３０年度） 目標（Ｒ７年度） 見込まれる成果 

製造品出荷額等 
１，９３３億円 

（H２８年度） 

２，２００億円 

（R５年度） 
企業の稼ぐ力の増大 

情報関連産業における雇用

者数 
２０６人 ２６５人 情報産業の活性化 

延べ宿泊者数 ２５６，３０４人 ２５７，０００人 
観光産業の活性化 

観光事業者の稼ぐ力の向上 

園芸作物の作付面積 ２７．９ｈａ ６６．４ｈａ 農業者の経済的安定 

地域エネルギー会社の設立 － 
設立 

（R４年度） 
新たな産業による活性化 

 

２ 雇用対策を強化する 

⑴ 若者と女性の雇用促進 

若者と女性の雇用促進に向けた就労支援の充実を図るとともに、人材確保を目指す

事業者や女性の活躍を促進する事業者の取組を支援することにより、若者と女性の地

元定着を図ります。 

（主な事業） 

若年者就労支援事業 

雇用促進事業 

女性活躍推進事業 

青年就農支援事業 

林業従事者雇用促進支援事業  

漁業就業者支援事業 

看護師就職支援事業  

介護職員就職支援事業 

 

 

⑵ 創業・起業の推進 

柏崎市創業支援等事業計画に基づき、柏崎・社長のたまご塾の取組や創業・起業及

び事業承継に対する支援など、関係機関との協働により、多様な創業者や起業者の輩

出及び企業の第二創業や新分野への進出などを促進し、雇用の場の増加を目指します。 

（主な事業） 

創業支援事業 

事業承継支援事業 

情報産業育成振興事業 

 

■重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

項   目 現状（H３０年度） 目標（Ｒ７年度） 見込まれる成果 

女性の生産年齢人口における

就業率 

６６．７％ 

（H２７国勢調査） 

７３．０％ 

（R７国勢調査） 

希望をかなえる職業による

地元定着 

柏崎市創業支援等事業計画

に基づく創業者数（累計） 
６６人 １７１人 

創業・起業による所得の 

向上 
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基本目標Ⅱ 子どもを産み育てやすいまちをつくる                

出産・子育てを望む人が安心して子どもを産み、働きながら子育てができる環境づく

りや、地域や企業を含む市全体で子育て世帯を支える仕組みづくりを進めます。 

１ 地域全体で子育てを支援する 

⑴ 妊娠・出産・子育ての支援 

安心して子どもを産み育てられるよう、妊娠、出産、子育ての場面において、切れ

目のない支援を充実するなど、多様な子育てサービスを提供します。また、保育士の

確保などによる保育園の受入体制の更なる充実及び地域における子育ての相談体制や

情報提供、関係機関との連携により、地域全体で子育てを支援する仕組みづくりを進

めます。 

（主な事業） 

公民館講座運営事業 

地域子育て支援拠点事業 

延長・休日保育事業 

一時預かり事業 

放課後児童健全育成事業 

産後ヘルパー事業（養育支援事業） 

 

 

⑵ 出産や子育ての経済的負担の軽減 

妊産婦の医療費助成及び子どもの通院費助成の対象年齢拡充など、出産や育児に対

する経済的負担の軽減と、乳幼児や子どもの健全育成を支援します。 

（主な事業） 

妊産婦及び子どもの医療費助成事業 

    不妊治療助成事業 

    子育て応援券事業 

住まい快適リフォーム事業 

 

 

 

■重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

項   目 現状（H３０年度） 目標（Ｒ７年度） 見込まれる成果 

地域における子育て支援拠

点施設の利用者数 
１０，８００組 

１０，８００組 

（現状維持） 

未就園児保護者の交流 

子育ての不安の軽減 

この地域で子育てをしたいと

思う親の割合 
９２．３％ ９５．５％ 子育ての不安の軽減 

年度途中の入園希望に対す

る実入園の割合 

（公立保育園） 

５６．１％ １００．０％ 

仕事と子育ての両立 

安心して子育てができる環境

整備 

 

 

放課後児童健全育成事業 
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２ 若者のくらしを支援する  

⑴ ワーク・ライフ・バランスの促進 

家庭生活と仕事の両立ができるよう、多様な勤務形態の導入、育児・介護休業の取

得促進など、男女共に多様な働き方の選択を可能とするワーク・ライフ・バランスの

取組を促進します。あわせて、事業所がワーク・ライフ・バランスを推進できるよ

う、その働きかけを強化します。 

（主な事業） 

ワーク・ライフ・バランス推進事業 

病児保育事業 

延長・休日保育事業 

職場環境づくり推進事業 

女性活躍推進事業 

勤務医・看護師子育てサポート事業 

 

 

⑵ 若者の交流・結婚活動に対する支援 

核家族化が進む状況において、子育て世代が交流できる場の充実を図ります。 

また、結婚を望む独身男女の希望をかなえ、結婚につながる出会いのきっかけづく

りを進めるため、結婚に関する情報提供や各種セミナーの実施、イベントを通じた出

会いの場の提供に取り組みます。 

（主な事業） 

結婚活動応援事業 

地域子育て支援拠点事業 

 

 

 

 

 

 

■重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

項   目 現状（H３０年度） 目標（Ｒ７年度） 見込まれる成果 

仕事と家庭の両立支援奨励

金の交付件数（累計） 

― 

（Ｒ２年度事業開始） 
６０件 仕事と子育ての両立 

ハッピー・パートナー企業登

録数（累計） 
４４事業所 ８０事業所 

ワーク・ライフ・バランスの 

推進 

 

 

  

女性活躍推進事業 

地域子育て支援拠点事業 
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基本目標Ⅲ 定住を促す魅力あるまちをつくる                  

若者の転出抑制と人口の定着につなげるため、転出者の回帰や都市部の移住志向を持つ

人を引き付け、定住人口減少の抑制と関係人口の創出・拡大に取り組みます。また、まち

の魅力を高め、市内外へ効果的に発信することで地域の活性化を図ります。 

１ 若者の定住を促進する 

⑴ Ｕ・Ｉターン施策の推進 

都内における相談窓口の開設などによりＵ・Ｉターンを促進するとともに、Ｕ・Ｉ

ターンした若者の暮らしを支援するなど、柏崎市移住・定住推進行動計画を着実に推

進します。 

また、地域おこし協力隊や地域におけるインターン事業など、都市部の人材を受け

入れる地域の取組を支援します。 

（主な事業） 

Ｕ・Ｉターン促進事業 

地域おこし協力隊活用事業 

地域おこし協力隊活動経費 

空き家対策事業 

住まい快適リフォーム事業 

新規就農者支援事業 

 

 

⑵ 新卒者の定着に対する支援 

新卒者の地元大学への進学や地元企業への就職支援を推進します。加えて、産学官

が一体となり、インターンシップや実務型の職場研修など、本市の産業や企業を理解

してもらう取組により、若者の地元定着につなげます。 

（主な事業） 

Ｕ・Ｉターン促進事業 

人材育成支援事業 

雇用促進事業 

大学との連携・協働事業 

工業振興事業 

 

 

 

 

■重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

項   目 現状（H３０年度） 目標（Ｒ７年度） 見込まれる成果 

新規学校卒業者

の市内就職率 

市 内 

高等学校 
４９．０％ ５８．０％ 若者の地元定着 

地域の活力の増大 

企業の人手不足の解消 市 内 

大 学 
１６．４％ １７．０％ 

移住セミナー、相談会の 

相談実人数 
２４人 ５５人 移住による人口増加 

雇用促進事業（高校生企業説明会） 

U・I ターン情報ステーション 
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２ 柏崎らしさを創出する 

⑴ シティセールスの推進 

柏崎ファンクラブやふるさと納税など、まちの魅力の発信や柏崎を応援する取組を

強化し、シティセールスを推進します。また、水球や海の大花火大会など、本市の認

知度向上と魅力の形成につながる取組を強化します。 

（主な事業） 

シティセールス推進事業 

ふるさと応縁事業 

水球のまち柏崎推進事業 

柏崎産米ブランド化推進事業 

誘客促進事業 

海の柏崎活性化事業 

 

 

⑵ 地域コミュニティの維持・活性化 

住みよい地域社会の実現や中山間地域における集落を維持するため、地域コミュニ

ティなどにおける様々な課題に対して、若い世代を始めとするあらゆる世代の地域住

民が連携し、自発的に取り組むことができるよう支援します。 

また、地域おこし協力隊などの外部人材を活用した地域の主体的な取組を支援する

とともに、世代間交流の推進を図ります。 

（主な事業） 

地域コミュニティ活動推進事業 

地域おこし協力隊活用事業 

地域おこし協力隊活動経費 

 

 

 

 

 

 

■重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

項   目 現状（H３０年度） 目標（Ｒ７年度） 見込まれる成果 

柏崎ふるさと応縁基金への 

寄附件数 
８，５０４件 ２０，０００件 

関係人口の増加 

新たな柏崎の印象の広がり 

 

 

  

地域おこし協力隊の活動 
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基本目標Ⅳ 地域の活力を担う人材をつくる                   

小中学校を中心に、柏崎の魅力に触れ、愛着を育てる教育を進めるとともに、高等学

校と連携を図り、将来、地域を支えることのできる人材育成を目指します。また、あらゆ

る世代において、地域活動や地域産業を支える人材や、将来の柏崎を担う人材の育成に

取り組みます。 

１ 愛着や誇りを育む人材をつくる 

⑴ 愛着や誇りを持てる教育の推進 

若者の地元定着を促進するために、学校における教育活動を通じて、ふるさと柏崎

への愛着や誇りの醸成につながる教育を推進します。 

また、地域と連携した生涯学習事業などを通じて、子どもから大人まで各世代が自

分の住むまちに対し、愛着を深め、誇りを持てる人材を育成します。 

（主な事業） 

学校教育活動推進事業 

かしわざきこども大学事業 

ＷＥＢミュージアム推進事業 

市民大学運営事業 

ジュニアリーダー養成研修事業 

 

 

⑵ 地域人材の育成 

市民活動センターまちからを拠点として、これからの地域活動を担う人材や市民活

動団体の育成を積極的に進めます。 

（主な事業） 

市民活動センター運営事業 

市民活動支援事業 

中越沖メモリアル運営事業 

 

■重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

項   目 現状（H３０年度） 目標（Ｒ７年度） 見込まれる成果 

柏崎の自然や伝統文化に

関するアンケートにおいて、

体験したことがあると回答し

た児童・生徒の割合（※１） 

６７．０％ 

（Ｒ１年度） 
７５．０％ 

地域資源の認識による 

愛着の醸成 

ライクワークスクール（※２）

を受講し活動を開始した 

人数（累計） 

６人 

（Ｒ１年度） 
３６人 

多様な人材の育成による 

地域課題の解決 

子ども向け WEB ミュージア

ムアクセス件数 
４６，６４７件 ８０，０００件 

柏崎の自然や歴史・文化に

関する学習機会の増加 

※１ 小学校４年生から中学校３年生までの全児童及び生徒を対象に、海水浴や登山などの体験や文化

施設の利用など５項目の質問によるアンケートを実施。現状及び目標は、各項目の実績及び目標の

平均値 

※２ 自分のやりたいことで地域の問題解決を図る人材を育成、発掘するため、アイデアを形にし、地域の

課題解決に向けたアクションプランを作り上げる全６回の講座 

綾子舞伝承学習発表会 
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２ 地域産業を担う人材をつくる 

⑴ 地域産業を支える人材育成 

ものづくりを担う若手の人材育成と技術の高度化のため、ものづくりマイスターカ

レッジを継続するとともに、生産性の向上や高付加価値化に取り組む企業の人材育成

を支援します。 

また、商業・サービス業などの従業員のスキルアップに資する取組や、農業法人な

どの人材育成を支援します。 

（主な事業） 

人材育成支援事業 

ＩｏＴ推進事業 

情報産業育成振興事業 

工業振興事業 

商業活性化推進事業 

新規就農者支援事業 

 

 

⑵ 学生の確保・若者リーダーの育成 

市内二大学の学生確保を支援し、将来的に柏崎を担う人材となるよう、連携を強化

します。 

また、自分のまちの将来を切り開いていけるよう、柏崎リーダー塾事業、柏崎・社

長のたまご塾事業など、未来の柏崎に必要な人材の確保・育成を積極的に推進します。 

（主な事業） 

大学との連携・協働事業 

柏崎リーダー塾事業 

柏崎・社長のたまご塾事業 

 

 

 

 

 

 

■重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

項   目 現状（H３０年度） 目標（Ｒ７年度） 見込まれる成果 

ものづくりマイスターカレッジ

受講者の技能検定合格者数

（累計） 

１３１人 ２００人 
技能士養成による技術の 

承継 

二大学の入学者数 

（通信課程を除く） 
３１８人 ３４０人 

若者の地元定着 

地域活力の増大 

  

柏崎・社長のたまご塾事業 
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柏崎市まち・ひと・しごと創生総合戦略策定要綱 
（趣旨） 

第１条 この要綱は、本市が、少子・高齢化や人口減少が進む中で、若者の地元定着を図るための働

く場の確保や、子育て支援の一層の充実のほか、安全で安心して暮らせる市民生活の確保を基本と

して、魅力あるまちづくりを総合的に進めるため、まち・ひと・しごと創生法（平成２６年法律第

１３６号）第１０条第１項の規定に基づき、柏崎市まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下「総合

戦略」という。）を策定するに当たって、必要な事項を定める。 

（基本的事項） 

第２条 総合戦略は、本市の人口の現状と将来の展望を提示する地方人口ビジョンを踏まえて、基本

目標や基本的方向、具体的な施策をまとめたものとする。 

２ 総合戦略は、柏崎市総合計画基本構想の基本理念を踏まえたものとする。 

３ 総合戦略の策定に当たっては、現行の総合戦略を検証するとともに、国及び県のまち・ひと・し

ごと創生総合戦略を勘案し、広範な市民等の参画の機会を設けその意思を反映するよう努めるとと

もに、本市の特性に応じた総合戦略となるよう努める。 

 （内容） 

第３条 総合戦略は、次の項目からなるものとする。 

⑴ 基本目標 

⑵ 講ずべき施策に関する基本的方向 

⑶ 具体的な施策と客観的な指標 

 （推進体制） 

第４条 市は、市内の各界、各層及び学識経験者の市民等の意見・意向を総合戦略に反映させるため、

柏崎市まち・ひと・しごと創生総合戦略策定委員会（以下「策定委員会」という。）を設置するもの

とする。 

（組織） 

第５条 策定委員会は、柏崎市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進委員会（以下「推進委員会」と

いう。）が兼ねるものとする。 

 （任期） 

第６条 策定委員の任期は、総合戦略策定完了の時点までとし、委員が欠けた場合の補欠の委員の任

期も、同様とする。 

 （会長及び副会長） 

第７条 策定委員会に会長及び副会長を置き、推進委員会の会長及び副会長が務める。 

２ 会長は、策定委員会を代表し、会務を総括する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理す

る。 

 （委員会） 

第８条 策定委員会は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 策定委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 策定委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長が決すると

ころによる。 

 （守秘義務） 

第９条 策定委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

 （庶務） 

第１０条 策定委員会の庶務は、総合企画部企画政策課において処理する。 

 （その他） 

第１１条 この要綱で定めるもののほか、総合戦略の策定に当たって必要な事項は、市長が別に定め

る。 

附 則 

この要綱は、平成２７年５月７日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和元年７月１７日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年３月１日から施行する。  
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柏崎市まち・ひと・しごと創生総合戦略策定委員会名簿 

 

 

（五十音順、敬称略）   

区  分 氏   名 役  職  名  等 

会 長 小林  英介 株式会社小林文英堂 代表取締役 

副 会 長 青栁   勧 一般社団法人ウォーターポロクラブ柏崎 理事 

委  員 阿部  尚義 株式会社阿部建設 代表取締役 

委  員 飯塚  政雄 八幡開発株式会社 代表取締役社長 

委  員 片山  紀子 Hung in there オーナー 

委  員 西川  伸作 
社会福祉法人柏崎刈羽福祉事業協会  

法人本部事務局長 

委  員 田村  美子 田村農場 

委  員 富永  禎秀 新潟工科大学 教授 

委  員 三嶋  崇史 物部神社 宮司 

委  員 山﨑  智仁 農業 

委  員 山田  秀貴 柏崎信用金庫 地域支援室室長 

委  員 𠮷田  匡慶 株式会社ブルボン 統合企画部部長代理 

※役職名は、委嘱時点（平成３１年（２０１９年）４月現在）です。 
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柏崎市第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略策定経過（概要） 

 

日  程 会 議 名 等 検  討  内  容 

R1.7.17 庁議 
第２期総合戦略の策定要綱、策定方針、策定スケジ

ュールについて 

R1.8.29 
第１回柏崎市まち・ひと・し

ごと創生総合戦略策定委員会 

第２期総合戦略の策定要綱、策定方針、策定スケジ

ュールについて 

R1.9.30 第１回庁内検討委員会 
・現行総合戦略における人口ビジョンの検証について 

・第２期総合戦略（人口推計・骨子案）について 

R1.10.8 庁議 
・現行総合戦略における人口ビジョンの検証について 

・第２期総合戦略（人口推計・骨子案）について 

R1.10.15 市議会総務常任委員協議会 
・現行総合戦略における人口ビジョンの検証について 

・第２期総合戦略（人口推計・骨子案）について 

R1.10.17 
第２回柏崎市まち・ひと・し

ごと創生総合戦略策定委員会 

・現行総合戦略における人口ビジョンの検証について 

・第２期総合戦略（人口推計・骨子案）について 

R1.10.18 庁内女性ワーキング 

・第１期総合戦略における人口ビジョンの検証と 

第２期総合戦略（骨子案）について 

・若者と女性に選ばれる自治体とは 

R1.10.25 第２回庁内検討委員会 第２期総合戦略（素案）について 

R1.11.18 庁議 第２期総合戦略（素案）について 

R1.11.20 市議会意見交換会 第２期総合戦略（素案）について 

R1.11.22 
第３回柏崎市まち・ひと・し

ごと創生総合戦略策定委員会 
第２期総合戦略（素案）について 

R1.12.9～

R2.1.8 

「柏崎市第２期まち・ひと・

しごと創生総合戦略（案）」 

パブリックコメント 

第２期総合戦略（案）の市民意見募集 

R2.2.3 庁議 第２期総合戦略の報告 

R2.2.13   柏崎市第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略策定 

R2.2.21 
市議会２月定例会議 

総務常任委員協議会 
第２期総合戦略の報告 
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柏崎市第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 一覧 

KPI  項目 算出方法 目標設定の根拠等 

重点プロジェクト 

  プロジェクト１ 転入増加・転出抑制プロジェクト 

    
転出と転入の差 

（転出数－転入数） 

住民基本台帳による 

3月 31日時点 

20人/年減を見込む。 

若い世代が大半を占めている転出超過（200人前後/年）を 10

年間で 0にすることを目標とした。 

  プロジェクト２ 子育て支援プロジェクト 

    合計特殊出生率 

柏崎地域振興局健康福祉部の算

出による 

前年 1～12月実績 

「第 2編 人口ビジョン・第 3章 将来の人口展望」において、

R32 年に人口置換水準（2.07）まで回復すると仮定している

が、少子化が進む中、出生率が上がるとは考えにくいため、

目標値を R1年の 1.51以上とした。 

    出生数 
住民基本台帳による 

1～12月実績 

R7 年の人口推計から、合計特殊出生率が目標値の 1.51 とな

る出生数を概算した。 

  プロジェクト３ 産業活性化プロジェクト 

    一人当たりの市民所得 
新潟県市町村民経済計算による 

前々年度 4～3月実績 

景況に左右される指標であることから、近年の最高実績であ

る H17年度の 3,068千円を参考に設定した。 

    
製造品出荷額における 

付加価値額 

工業統計調査による 

前々年 1～12月実績 

景況に左右される指標であり、かつ、消費税増税や米中貿易

摩擦など先行きに不透明感があることから、近年の最高実績

である H25年の 750億円を目標とした。 

基本目標Ⅰ 地域産業の振興を図り雇用の場をつくる 

  １ 地域産業を活性化する 

    製造品出荷額等 
工業統計調査による 

前々年 1～12月実績 

H28年から H30年は 100憶円/年増となっているが、今後は新

型コロナウイルス感染症の影響による減額が予想されること

から、R5年時点で H30年の水準以上を目標とした。 

    
情報関連産業における雇用

者数 

市内の情報産業企業における従

業員数 

3月 31日時点 

R2年度から 15％増を見込む。 

H25年度から R2年度の雇用者数の伸び率をもとに、成長産業

であることを考慮して設定した。 

    延べ宿泊者数 

新潟県観光入込客統計調査によ

る 

1～12月実績 

新型コロナウイルス感染症拡大前（H30 年）の水準まで回復

させることを目標とした。 

    園芸作物の作付面積 

地域園芸振興プランを共有する

柏崎農業協同組合、柏崎地域振興

局の調査による 

3月 31日時点 

地域園芸振興プランにより、R6 年度の目標を 66.4ha と設定

している。直近 3 年間の推移から、目標達成の可能性を考慮

し、R7年度も 66.4haを目標値とした。 

    地域エネルギー会社の設立 - 

柏崎市地域エネルギービジョンに掲げる次世代研究プロジェ

クトの実現に向け、実行可能性調査及び事業化検討を実施し、

R4年度の会社設立を目指す。 

  ２ 雇用対策を強化する 

    
女性の生産年齢人口におけ

る就業率 

国勢調査の「年齢・男女別人口」

「年齢・男女別就業者数」による 

就業者数/人口（女性 15～64歳） 

H27 年国勢調査の結果から、男女の就業率の平均を目標値と

した。 

（女性就業率+男性就業率）÷2 

＝（66.7+80.0）÷2 ≒73.3（小数点以下切り捨て） 

    
柏崎市創業支援事業計画に

基づく創業者数（累計） 
実績報告数 

15人/年増を見込む。 

H27年度から H30年度で 66人となっている。新型コロナウイ

ルス感染症の影響を受ける可能性はあるが、毎年 15人の増加

を目指す。 

基本目標Ⅱ 子どもを産み育てやすいまちをつくる 

  １ 地域全体で子育てを支援する 

    
地域における子育て支援拠

点施設の利用者数 
延べ利用者数 

子どもの数（施設利用の対象者）が減る中で、施設の認知度

向上などにより、H30年度実績の維持を目標とした。 

    
この地域で子育てをしたい

と思う親の割合 

乳幼児健診受診者を対象とした

アンケート結果による 

（乳幼児健診：4か月・10か月・

1歳 6か月・3歳児） 

R1年度の新潟県平均である 95.5％を目指す。 
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KPI  項目 算出方法 目標設定の根拠等 

    

年度途中の入園希望に対す

る実入園の割合（公立保育

園） 

入園児童数/申込数 

（申込数＝入所保留通知書発行

数＋途中入園数 + 広域受託数） 

※R4 年度から育休延長希望に対

する入所保留通知書の発行数を

除く 

仕事と子育ての両立ができるよう、育休からの早期復帰希望

者すべての受入を目指す。 

  ２ 若者のくらしを支援する   

    
仕事と家庭の両立支援奨励

金の交付件数（累計） 
奨励金の交付件数の累計 

毎年度 10件の交付を見込む。 

R2年度実績値の維持を毎年度の目標とした。 

    
ハッピー・パートナー企業登

録件数（累計） 

登録に基づいた新潟県からの報

告による 

3月 31日時点 

4.4社以上/年増を見込む。 

過去 5年間の平均が 4.4社のため、それ以上を目指すとした。 

基本目標Ⅲ 定住を促す魅力あるまちをつくる 

  １ 若者の定住を促進する   

    

新規学校卒業者の市内就職

率 

（市内高等学校、市内大学） 

ハローワーク柏崎からの報告に

よる 

（企業内定者数/就職内定者数） 

3月 31日時点 

近年の推移から、特に大学は市内就職率の向上は難しいため、

現状維持以上とする。 

(高校)過去 3年間の平均 54%から 1%/年増を目指す。 

(大学)過去 3年間の平均 13%から 1%/年増を目指す。 

    
移住セミナー、相談会の相談

実人数 

市 U・Iターン情報ステーション、

市の移住相談会で相談された方

の実人数の累計 

5人/年増を見込む。 

H30:24 人、R1:64 人、R2:30 人 R1 年度実績は考慮せず、R2

年度と当初の H30年度との増加数 6人を参考にし、5人/年増

とした。 

  ２ 柏崎らしさを創出する   

    
柏崎ふるさと応縁基金への

寄附件数 

寄附入金件数 

3月 31日時点 

※寄附申込件数≠寄附入金件数 

（申し込みがあっても入金がな

ければ実績としない） 

財政計画（R7年度） 寄附額 500,000千円 

25,000円/件×20,000件 

基本目標Ⅳ 地域の活力を担う人材つくる 

  １ 愛着や誇りを育む人材をつくる   

    

柏崎の自然や伝統文化に関

するアンケートにおいて、体

験したことがあると回答し

た児童・生徒の割合 

小学 4 年生から中学 3 年生まで

の全児童生徒を対象としたアン

ケートを年 1回行い、5項目の平

均値を実績値とする 

・柏崎海水浴場での海水浴の経験   実績 84％ 目標 90％ 

・刈羽三山への柏崎側からの登山   実績 44％ 目標 55％ 

・柏崎の野山での遊びやキャンプ経験 実績 72％ 目標 75％ 

・民謡や伝統芸能の見学・参加・体験 実績 58％ 目標 65％ 

・文化施設の見学・利用       実績 75％ 目標 85％ 

平均  実績 67％ 目標 75％ 

R1年度実績から各項目の目標を設定し、目標の平均を KPIの

目標値に設定した。 

    

ライクワークスクールを受

講し活動を開始した人数（累

計） 

活動した人数把握は、スクール受

講年度の翌年度とする 

5人/年増を見込む。 

H30年度から始まったスクールで、初年度の受講者数が 12名、

活動を開始した人数が 6名（50％）である。R1年度の受講者

数が 9 名であり、その半分とすると 4.5 名となる。2 年間の

平均である 5名を活動を開始する人数の目標とした。 

    
子ども向け WEBミュージアム

アクセス件数 
アクセス件数 

GIGAスクールと関連してタブレットでのアクセス件数を 2倍

にすることを目標とした。 

R2年度：タブレット 12,604件 その他 52,786件 

目標：52,786＋12,604×2＝77,994≒80,000件 

  ２ 地域産業を担う人材をつくる   

    

ものづくりマイスターカレ

ッジ受講者の技能検定合格

者数（累計） 

合格実績による 
10人以上/年増を見込む。 

第 15期までの累計合格者数 156人÷15年≒10人 

    
二大学の入学者数 

（通信課程を除く） 
市内二大学の入学実績による 各大学の定員数を目標とした。 
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柏崎市第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略 用語解説 

【アルファベット】 

用語 解説 

AI Artificial Intelligence（人工知能）の略称。コンピューターの性能が大きく向上したことによ

り、機械であるコンピューターが「学ぶ」ことができるようになった。 

IoT Internet of Things（モノのインターネット）の略称。従来インターネットに接続されていなか

った様々なモノ（センサー機器、駆動装置、住宅・建物、車、家電製品、電子機器など）

が、ネットワークを通じてサーバーやクラウドサービスに接続され、相互に情報交換をす

る仕組み 

SDGｓ Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）の略称。2015 年 9月の国連サミ

ットで採択された「誰一人取り残さない」持続可能な社会の実現を目指す世界共通の目

標。2030 年を達成年限とし、17の目標と 169 のターゲットから構成される。 

Society5.0 サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムによ

り、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会 

【あ行】 

用語 解説 

インターンシップ 職業選択、適正の見極め等を目的に、一定期間、学生が企業で就業体験をする制度 

インバウンド 海外から日本を訪れる旅行又は外国人旅行者の誘致 

【か行】 

用語 解説 

柏崎市観光ビジョン 本市の観光における諸課題を改めて認識するとともに、市民や事業者、団体、地域、行

政などの多様な主体が、常に観光に対する意識を持って取り組んでいくことを目指すた

め、令和 2（2020）年に策定した計画 

柏崎市創業支援等事業計画 柏崎市、柏崎商工会議所及び柏崎信用金庫と連携し、この地域で自分らしく活き活きと

働く場を創出し、地域課題のビジネス手法による解消や地域活性化を目指す創業者の支

援の強化など、「産業競争力強化法」に基づき、平成 27（2015）年 2月に策定した計画 

柏崎市地域エネルギービジョン これまで石油産業のまち、原子力産業のまちとして歩んできた歴史を踏まえ、「次世代エ

ネルギーの活用による温暖化対策の推進」、「エネルギー・環境産業の創出」を見据え、

新たなエネルギーのまちの形成を目指すため、平成 30（2018）年 3月に策定した、10年

後の将来イメージやその実現に向けた方向性を示すビジョン 

柏崎・社長のたまご塾 創業を考えている方がスタートラインに立つ時に必要な基本の知識や経営安定に役立つ

知識を、一人一人のレベル・悩みに合わせて学べる学習塾 

柏崎ファンクラブ 柏崎シティセールス推進協議会により平成 28(2016)年 10月 1日に設立されたものであ

り、本市のセールスパーソンとしてシティセールスの一翼を担ってもらい､柏崎市の様々な

魅力を自ら発信する会員 

柏崎ふるさと応縁基金 柏崎市ふるさと納税の通称。柏崎とつながる多くの皆さんとの「縁」を大切にしたいという

思いから、平成 27（2015）年 4月に名称を改めた。 

柏崎リーダー塾 柏崎市、柏崎商工会議所、新潟産業大学、新潟工科大学の産官学連携による、柏崎の

活性化に向けた次世代リーダーを養成するための取組。平成 25(2013)年 7月に開塾 

関係人口 移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、特定の地域に継続的に

多様な形で関わる者 

合計特殊出生率 一人の女性が一生に産む子供の平均数を示すもので、女性が出産可能な年齢を 15歳

から 49歳までと定義し、それぞれの年齢別出生率を合計した指標 

【さ行】 

用語 解説 

シティセールス 都市の魅力、資源などを総合的に発信し、その都市の特徴を知ってもらう活動。観光客

や企業誘致、地域の産物の販路開拓など様々な目的で行われる。 

人口置換水準 人口が増加も減少もしない均衡した状態となる合計特殊出生率の水準のこと。若年期の

死亡率が低下すると人口が減りにくくなるので、この水準値は減少する。国立社会保障・

人口問題研究所による現在の日本の人口置換水準は、2.07 
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【た行】 

用語 解説 

地域おこし協力隊 都市から地方へ生活の場を移した者を自治体が隊員として委嘱し、地域ブランドや地場

産品の開発・PR、農林水産業への従事等を通じて、その地域で定住・定着を図る取組。

活動期間は、おおむね 1年以上 3年以下 

【は行】 

用語 解説 

ハッピー・パートナー企業 県内に活動拠点を有し、男女が共に働きやすく、仕事と家庭生活等が両立できるように

するための職場環境整備や、働く女性の育成・登用など、職場における男女共同参画の

推進に積極的に取り組む企業・法人・団体等。新潟県が登録し、その取組を支援してい

る。 

ヒゲソリダイ スズキ目イサキ科の魚で、水深 30ｍ付近を中心とした 20～60ｍの砂泥地に生息してい

る。「ヒゲダイ」という魚に似ているが、ヒゲダイと比べて下あごの髭が目立たず、剃ったよ

うな形状であることから「ヒゲソリダイ」と呼ばれている。 

柏崎では茅（かや）が収穫される秋によく漁獲されることから「カヤカリ」とも呼ばれてお

り、白身で非常に味の良い魚である。 

近年、荒浜地区にある（公財）海洋生物環境研究所がヒゲソリダイの種苗生産に日本で初めて

成功したことから、漁業者が養殖の事業化検討を行っており、その取組を支援している。 

【ま行】 

用語 解説 

ものづくりマイスターカレッジ ものづくりを担う若手技能者の養成と技能検定合格者の輩出を目的に、熟練技能者や大

学教授等の座学・実技指導により、技術・技能のスキルアップを図る研修事業 

【や行】 

用語 解説 

U・I ターン U ターンとは、一度生まれ育った場所以外で学生生活や勤務を経験した後に、再び出身

地に戻ること。I ターンとは、出身地以外の場所に移り住むこと。この二つを合わせて U・I

ターンという。 

幼児教育・保育の無償化 令和元（2019）年 10月 1日から始まった、幼稚園、保育所、認定こども園等を利用する 3

歳から 5歳までのすべての子どもの利用料が無償化される制度。0歳から 2歳までの子

どもについては、住民税非課税世帯を対象として利用料を無償化。 

米山プリンセス 平成 30（2018）年に誕生した柏崎市認証米。柏崎の豊かな自然の恵みを象徴する刈羽

三山「米山」「八石山」「刈羽黒姫山」から名付けられた一等米の柏崎産コシヒカリ。美味し

いお米を味わっていただきたいという思いを込めた「安全・安心」「高品質」「良食味」「土づ

くり」という四つの認証基準を定めている。 

【わ行】 

用語 解説 

ワーク・ライフ・バランス 一人一人がやりがいや充実感を持って働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地

域でもライフステージに応じて多様な生き方が選択・実現できるようにすること 

 


